[bookmark: _GoBack][bookmark: _Toc194564437]様式第１（第３条関係）
指定管理者指定申請書

　　年　　月　　日

　（宛先）津島市長

申請者　団体名
　　　　所在地
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　
　　　　連絡先（電話）

津島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続に関する条例第３条の規定により、指定管理者の指定を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　管理を行おうとする公の施設
	名称
	

	所在地
	



２　添付書類
　　□　（１）管理に係る事業計画書（別記様式１）
　　□　（２）管理に係る収支計画書（別記様式２）
　　□　（３）申請に必要な資格を有することを証する書類
　　　　　　　（別記様式３、別記様式４、納税証明書）
　　□　（４）定款その他指定管理者の指定を受けようとする者の目的、組織及び運営の方法を示す書類（定款、寄附行為、規約その他これに代わる書類）
　　□　（５）法人にあっては、当該法人の登記事項証明書
　　□　（６）指定管理者の指定を受けようとする者の従業員の数、資本金の額その他経営の規模及び状況が分かる書類
　　□　（７）その他市長が必要と認める書類（別記様式５、別記様式６、
申請者が「その他団体」である場合は代表者の住民票の写し）
※添付した書類の□にレ点をつけてください。

備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

[bookmark: _Toc194564438]別記様式１（その１）
事業計画書
（総括表）
	施設名称
	

	申請者名称
	



	番号
	提出
	記載項目
	記載内容

	その２
	
	平等な利用の確保に関する方針
	施設の管理運営において、利用者の平等な利用を確保するための方針について記載すること。

	その３
	
	基本的な施設の管理運営の方針
	施設の設置目的を踏まえて、管理運営の基本的な考え方（運営方針、理念等）について記載すること。

	その４
	
	施設運営業務の概要
	施設の運営業務として実施する具体的な事業等について、業務ごとに具体的な目的、内容、実施時期、回数、対象者等について記載すること。

	その５
	
	施設の利用促進への取組
	施設の利用促進に関する目標値、そのための取組の方針・手法、施設の設置目的等を踏まえた具体的な取組等について記載すること。

	その６
	
	利用者サービス向上への取組
	利用者ニーズの把握・分析及び管理運営への反映の手法、トラブル発生・苦情等への対応の考え方、その他サービス向上に関する取組について記載すること。

	その７
	
	地域、団体、関係機関等との連携についての考え方
	施設の管理運営における地域住民との協働、団体・関係機関との協調・連携の考え方について記載すること。

	その８
	
	施設管理業務の概要
	施設の管理業務として実施する設備保守点検、清掃、警備業務、修繕等について基本的な考え方及び重視するポイントを記載すること。また、業務ごとに具体的な方法、内容、頻度等について記載すること。







	その９
	
	効果的かつ効率的な管理運営の取組
	効果的かつ効率的な施設の管理運営を実現するために実施する経費縮減に関する取組及び方針について記載すること。また、施設の管理運営を行うにあたり、申請者の有する特徴的な技術、手法及び経験等についてＰＲしたい事項を記載すること。

	その10
	
	業務体制の概要
	施設にどのような職員を配置して業務を遂行するか、別記様式１（その10－２）「人員配置計画書」を作成するとともに、管理運営に係る勤務ローテーション表（標準１か月・Ａ４判・様式任意）を作成し、提出すること。
職員の配置に関して、人員確保の方法を記載すること。
業務の再委託を予定している場合は、再委託する業務の内容及びその監督方法等について記載すること。

	その11
	
	人材育成の方針
	業務に従事する職員の技術・能力の育成に関する方針、研修計画等について記載すること。

	その12
	
	緊急時の体制・対応の概要
	事故や災害発生時などの緊急時の体制について、連絡方法及び対応を含めて記載すること。また、その発生に備えた平時の取組（職員研修、訓練の実施等）についても具体的に記載すること。

	その13
	
	個人情報保護及び情報公開に対する考え方
	個人情報保護に対する考え方及び個人情報の取扱いの方針並びに情報公開に対する考え方について記載すること。（規程等を定めている場合は添付すること。）

	その14
	
	諸規程の概要
	就業、給与、決裁、会計等の取扱いに関する規程類を添付すること。規程類を未制定の場合は、その方針を記載すること。

	その15
	
	自主事業の概要
	自主事業を予定する場合は、その目的、実施の方針・手法、事業の実施により見込む効果等について記載すること。

	その16
	
	施設の管理運営に係る提案・ＰＲ事項
	申請者の経営方針、指定管理に対する参加意欲、施設の現状認識及び新しい視点・将来展望、その他提案・ＰＲしたい事項等を記載すること。


別記様式１（その２）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



平等な利用の確保に関する方針
	・施設の管理運営において、利用者の平等な利用を確保するための方針について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その３）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



基本的な施設の管理運営の方針
	・施設の設置目的を踏まえて、管理運営の基本的な考え方（運営方針、理念等）について記載すること。

	


























備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
別記様式１（その４）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



施設運営業務の概要
	・施設の運営業務として実施する具体的な事業等について、業務ごとに具体的な目的、内容、実施時期、回数、対象者等について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
別記様式１（その５）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



施設の利用促進への取組
	・施設の利用促進に関する目標値、そのための取組の方針・手法、施設の設置目的等を踏まえた具体的な取組等について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その６）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



利用者サービス向上への取組
	・利用者ニーズの把握・分析及び管理運営への反映の手法、トラブル発生・苦情等への対応の考え方、その他サービス向上に関する取組について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
別記様式１（その７）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



地域、団体、関係機関等との連携についての考え方
	・施設の管理運営における地域住民との協働、団体・関係機関との協調・連携の考え方について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
別記様式１（その８）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



施設管理業務の概要
	・施設の管理業務として実施する設備保守点検、清掃、警備業務、修繕等について、基本的な考え方及び重視するポイントを記載すること。また、業務ごとに具体的な方法、内容、頻度等について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その９）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



効果的かつ効率的な管理運営の取組
	・効果的かつ効率的な施設の管理運営を実現するために実施する経費縮減に関する取組及び方針について記載すること。また、施設の管理運営を行うにあたり、申請者の有する特徴的な技術、手法及び経験等についてＰＲしたい事項を記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その10－１）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



業務体制の概要
	・施設にどのような職員を配置して業務を遂行するか、別記様式１（その10－２）「人員配置計画書」を作成するとともに、管理運営に係る勤務ローテーション表（標準１か月・Ａ４判・様式任意）を作成し、提出すること。
・職員の配置に関して、人員確保の方法を記載すること。
・業務の再委託を予定している場合は、再委託する業務の内容及びその監督方法等について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。




別記様式１（その10－２）
人員配置計画書
	役職
	担当業務内容
	能力・資格・実務経験年数など
	雇用形態
	職員の
年代
	１週間の
勤務時間
	備考

	
	
	
	正規
	パート
	委託
	その他
（具体的に記入）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※業務仕様書を確認し、必要な職員を記入すること。なお、配置する職員全てについて記入すること。
※職員の能力、資格、実務経験年数、雇用形態等は実際に配置する職員を想定の上、記入してください。
※施設に常勤する職員を除き、申請者の本社などで施設の管理に関わる人員を置く場合は、備考欄にその旨記入し、週間勤務時間に施設の管理運営業務に関わる時間を記入してください。

別記様式１（その10－２）
人員配置計画書（記入例）
	役職
	担当業務内容
	能力・資格・実務経験年数など
	雇用形態
	職員の
年代
	１週間の
勤務時間
	備考

	
	
	
	正規
	パート
	委託
	その他
（具体的に記入）
	
	
	

	統括責任者兼所長
	施設のマネージメント全般
	
	〇
	
	
	
	40代
	40ｈ
	

	施設運営業務責任者
	経理全般、庶務事務
	経理事務士３級、簿記資格
	〇
	
	
	
	30代
	40ｈ
	

	スタッフ
	経理担当
	情報処理活用能力検定準２級
	〇
	
	
	
	20代
	40ｈ
	

	営業担当
	誘客営業等
	営業経験者
	〇
	
	
	
	40代
	40ｈ
	

	スタッフ
	窓口業務
	
	
	〇
	
	
	20代
	40ｈ
	

	企画担当
	催事計画
	イベント業務管理者
	〇
	
	
	
	30代
	40ｈ
	

	スタッフ
	催事担当
	
	〇
	
	
	
	20代
	40ｈ
	

	施設管理業務責任者
	施設管理
	建築設備士
	〇
	
	
	
	40代
	20ｈ
	本社勤務

	スタッフ
	
	
	〇
	
	
	
	30代
	40ｈ
	

	スタッフ
	
	
	
	〇
	
	
	30代
	40ｈ
	


※業務仕様書を確認し、必要な職員を記入すること。なお、配置する職員全てについて記入すること。
※職員の能力、資格、実務経験年数、雇用形態等は実際に配置する職員を想定の上、記入してください。
※施設に常勤する職員を除き、申請者の本社などで施設の管理に関わる人員を置く場合は、備考欄にその旨記入し、週間勤務時間に施設の管理運営業務に関わる時間を記入してください。

別記様式１（その11）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



人材育成の方針
	・業務に従事する職員の技術・能力の育成に関する方針、研修計画等について記載すること。

	


























備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その12）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



緊急時の体制・対応の概要
	・事故や災害発生時などの緊急時の体制について、連絡方法及び対応を含めて記載すること。また、その発生に備えた平時の取組（職員研修、訓練の実施等）についても具体的に記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
別記様式１（その13）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



個人情報保護及び情報公開に対する考え方
	・個人情報保護に対する考え方及び個人情報の取扱いの方針並びに情報公開に対する考え方について記載すること。（規程等を定めている場合は添付すること。）

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その14）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



諸規程の概要
	・就業、給与、決裁、会計等の取扱いに関する規程類を添付すること。規程類を未制定の場合は、その方針を記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その15）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



自主事業の概要
	・自主事業を予定する場合は、その目的、実施の方針・手法、事業の実施により見込む効果等について記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

別記様式１（その16）
事業計画書
	施設名称
	

	申請者名称
	



施設の管理運営に係る提案・ＰＲ事項
	・申請者の経営方針、指定管理に対する参加意欲、施設の現状認識及び新しい視点・将来展望、その他提案・ＰＲしたい事項等を記載すること。

	


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

	別記様式２（その１）
	[bookmark: _Toc194564439] 収支計画書 
	
	 施設名 
	　
	（単位　千円）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	区分
	科目
	第１年度
	第２年度
	第３年度
	第４年度
	第５年度
	備考

	収入
	指定管理料収入
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	事業収益
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他収入
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	収入合計 (a)
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	支出
	施設管理費
	人件費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	光熱水費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	清掃費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	保守点検費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	業務委託費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	賃借料
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	修繕費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	運営費
	人件費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	旅費・役務費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	事務経費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	事業経費
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	支出合計 (b)
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	収支差額 (a-b)
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	備考
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	注　年ごと又は経費区分ごとに考え方等があれば、それぞれの備考欄に記入してください。
	
	
	

	備考　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
	
	
	
	
	

	　　　２　積算内訳を添付すること。
	
	
	
	
	
	


	別記様式２（その２）
	[bookmark: _Toc194564440]収支計画書（利用料金提案書）
	
	施設名
	　

	利用料金の設定に関する考え方
	
	
	
	
	
	

	　
　
　
　
　
　
　

	
	
	
	
	
	
	
	

	利用料金の承認申請料金
	
	
	
	
	
	

	区分
	単位
	使用料の額
	利用料金の額
	見込件数
	収入見込額

	
	
	（単位　円）
	（単位　円）
	（単位　件/年）
	（単位　円）

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	

	備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
	
	
	
	



[bookmark: _Toc194564442]別記様式３（その１）
法人等概要書
（　　年　　月現在）
	名称
	

	所在地
	〒
	TEL
	

	
	
	FAX
	

	
	
	e-mail
	

	代表者氏名
	

	資本金の額
（法人のみ）
	

	従業員数
	

	沿革
	





	業務内容
	





	経営状況
（過去３年分）
※単位：千円
	事業年度
	令和■年■月■日から
令和■年■月■日まで
	令和■年■月■日から
令和■年■月■日まで
	令和■年■月■日から
令和■年■月■日まで

	
	売上高
	
	
	

	
	当期純利益
	
	
	

	
	流動資産
	
	
	

	
	流動負債
	
	
	






備考　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
　　　２　法人等役員等一覧を添付すること。
　　　３　共同体による申請の場合は、すべての構成員について作成すること。

[bookmark: _Toc194564443]別記様式３（その２）
法人等役員等一覧
	名称
	

	所在地
	

	役職名
	フリガナ
氏名
	生年月日
	性別
	住所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	施設名称
	



注　指定管理者の申請に必要な資格を確認するため、法人等の役員等について、関係機関に照会することがあります。


















備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
[bookmark: _Toc194564444]別記様式４（その１）
関連業務実績表

法人等の主要業務の実績（過去３年程度）
	年度
	業務名
	業務内容
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



注　１　業務内容には、業務の概要、受注額、発注者等について記載してください。
　　２　類似施設の管理運営業務に関する業務実績は、別記様式４（その２）に記載してください。


















備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
別記様式４（その２）
関連業務実績表

類似施設の管理運営業務の実績
	実施期間
	業務名
	業務内容
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




注　業務内容には、施設の概要（施設の名称、所在地、施設規模、利用実績等）、業務の概要(業務内容、管理運営体制、業務期間等)、受注金額、発注者等について記載してください。

















備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

[bookmark: _Toc194564445]別記様式５
誓　　　約　　　書

　　年　　月　　日

　（宛先）津島市長

申請者　団体名
　　　　所在地
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　


津島市教育・体育施設及び都市公園の指定管理者の指定を受けるための申請を行うに当たり、下記の事項について真実に相違ありません。

記

□　申請に必要な資格について、いずれの要件も満たしています。

□　提出した申請書類に虚偽及び不正はありません。





















備考　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
　　　２　共同体により申請する場合は、構成員が連名で記名すること。

[bookmark: _Toc194564446]別記様式６
共同体結成届出書
　　年　　月　　日
（宛先）津島市長

共同体の名称
代表者　団体名
　　　　所在地
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　

津島市教育・体育施設及び都市公園の指定管理者の指定を受けるため、共同体を結成したので届け出ます。なお、次に掲げる事項に関する権限を代表者に委任します。
指定管理者に指定された場合は、指定管理者業務の遂行及びこれに伴う共同体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うとともに、共同体の構成団体の脱退については、市の承認がなければ、これを行うことができないものとします。
	共同体の名称
	

	共同体事務所の所在地
	〒

	共同体の代表者
（代理人）
	所在地
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	共同体の構成員
（委任者）
	所在地
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	共同体の構成員
（委任者）
	所在地
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	委任事項
	□ 指定管理者の応募に関する一切の権限
□ 津島市との協定締結に関する一切の権限
□ 指定管理委託料の請求受領に関する一切の権限
□ 契約の締結及び履行に関する一切の権限
□ その他これらに付随する一切の権限


備考　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
　　　２　４者以上で構成する場合は、欄を増やして作成すること。
　　　３　共同体の規約等及び構成員の責任分担が分かるものを添付すること。
[bookmark: _Toc194564447]別記様式７
説明会参加申込書

申込先　津島市教育委員会社会教育課

次のとおり、津島市教育・体育施設及び都市公園指定管理者の施設案内会及び応募者説明会への参加を申し込みます。

	団体名
	

	代表者氏名
	

	所在地
	



	参加者
	フリガナ
氏名
	

	
	担当部署
	



	連絡先
	電話番号
	

	
	FAX
	

	
	メール
アドレス
	



注　１　参加者は、各事業所２名までとします。
　　２　申込期限は、令和８年８月14日（金）午後５時とします。













備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
[bookmark: _Toc194564448]別記様式８
質　　問　　書

　　年　　月　　日

団　体　名
所　在　地
担当者氏名
電話番号
ファックス
メールアドレス

津島市教育・体育施設及び都市公園指定管理者募集要項等に関して、次のとおり質問事項を提出します。

	資料名・
ページ数
	質問内容
	回答

	
















	
















	























備考　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
　　　２　質問内容は、項目ごとに記入することとし、記入欄が不足する場合は、行を追加して作成すること。

[bookmark: _Toc194564449]別記様式９
指定管理者指定申請辞退届出書

　　年　　月　　日

　（宛先）津島市長

申請者　団体名
　　　　所在地
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　
　　　　連絡先（電話）

　指定管理者の指定を受けるため、　　年　　月　　日付けで、津島市公の施設の指定管理者の指定の手続に関する条例第３条の規定により申請しましたが、下記のとおり辞退したいので届け出ます。
記
１　管理を行おうとする公の施設
	名称
	

	所在地
	



２　辞退の理由

















備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

[bookmark: _Toc69459590][bookmark: _Toc194564450]様式第２（第４条関係）
指定管理者候補者選定結果通知書
　　　第　　号
　　年　月　日　

　　　　　　　　様

津島市長　　　　　　　　　　　

年　月　日付けで申請のありました指定管理者の指定について、下記のとおり選定結果を通知します。

記
１　公の施設
	名称
	

	所在地
	



２　選定結果
　　□　指定管理者候補者として選定しました。
予定指定期間　　　　　　年　月　日から　　　年　月　日まで

　　□　指定管理者候補者として選定しませんでした。
　　　　　理由

３　担当課

教示
１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。
２　１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となります。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をした場合は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。


備考　
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。

[bookmark: _Toc69459591][bookmark: _Toc194564451]様式第３（第５条関係）
指定管理者候補者選定取消通知書
　　　第　　号
　　年　月　日　

　様
津島市長　　　　　　　　　

下記のとおり指定管理者候補者の選定を取り消します。

記
１　指定管理者候補者の選定を取り消す団体
	名称
	

	代表者氏名
	

	所在地
	



２　１の団体が管理する予定の公の施設
	名称
	

	所在地
	



３　選定取消期日
　　　　　年　月　日

４　選定を取り消す理由

５　担当課

教示
１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。
２　１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となります。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をした場合は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。


備考　
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。
[bookmark: _Toc69459592][bookmark: _Toc194564452]様式第４（第７条関係）
指定管理者指定通知書
　　　第　　号
　　年　月　日　

　　　　　　　　　様

津島市長　　　　　　　　　　

下記のとおり指定管理者として指定することに決定したので、通知します。

記
１　指定管理者として指定する団体
	名称
	

	代表者氏名
	

	所在地
	



２　指定管理者に管理を行わせる公の施設
	名称
	

	所在地
	



３　指定の期間
　　　　　年　月　日から　　　年　月　日まで

４　担当課











備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
[bookmark: _Toc69459593][bookmark: _Toc194564453]様式第５（第11条関係）
指定管理者指定取消通知書
　　　第　　号
　　年　月　日　　
様
津島市長　　　　　　　　　

地方自治法第244条の２第11項の規定により、下記のとおり指定管理者の指定を取り消します。
記
１　指定管理者の指定を取り消す団体
	名称
	

	代表者氏名
	

	所在地
	



２　１の団体が管理する公の施設
	名称
	

	所在地
	



３　指定取消期日
　　　　　年　月　日

４　指定を取り消す理由


５　担当課

教示
１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。
２　１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となります。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をした場合は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。


備考　
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。
[bookmark: _Toc69459594]
[bookmark: _Toc194564454]様式第６（第11条関係）
指定管理者管理業務停止命令書
　　　第　　号
　　年　月　日　
　　　　　　　　　様
津島市長　　　　　　　　　

地方自治法第244条の２第11項の規定により、下記のとおり管理の業務の停止を命じます。
記
１　管理の業務の停止を命ずる指定管理者
	名称
	

	代表者氏名
	

	所在地
	


２　管理の業務の停止を命ずる施設
	名称
	

	所在地
	


３　停止を命ずる管理の業務の範囲
　　（全部・一部）

４　管理の業務の停止の期間
　　　　年　月　日から　　　年　月　日まで

５　管理の業務の停止を命ずる理由

６　担当課

教示
１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、津島市長に対して審査請求をすることができます。
２　１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、津島市を被告として（訴訟において津島市を代表する者は、津島市長となります。）、この処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、１の審査請求をした場合は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。
備考　
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　教示文は、この用紙の裏面又は別紙に記載することができる。
36

